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まえがき 

 

休廃止鉱山において坑口や集積場などから排出される坑廃水は、一般的に酸性で金属濃
度も高い。そのため、鉱害防止を目的として中和処理などによる対策が講じられている。鉱
山によってはこの坑廃水処理は、100年以上も必要になるといった学術成果も示されており、
処理にかかる人的及び経済的コストの低減化を含め、長期的な視点に立った坑廃水の管理
方法が必要となってきている。 

このような課題への対応策として、中央鉱山保安協議会では金属鉱業等鉱害対策特別措
置法に基づき「特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（平成 25 年）」の中
で、休廃止鉱山における水質管理目標の弾力的運用として「坑廃水処理の終了に向けた地元
理解を得るため、下流の利水点等の環境基準等を満足できる鉱山では、下流影響度に関する
データの把握・蓄積を行い、データ解析等の検討を実施する」としている。このような背景
を受け、坑廃水（原水または処理水）が排水基準を超過していても、下流の利水点等で環境
基準等を満足できる義務者不存在鉱山では、放流口での排水基準管理ではなく、下流の利水
点等での水質や生態系への安全性を確保した上で坑廃水を管理あるいは監視するという、
利水点等管理を検討することの重要性が近年各所で指摘されている。 

そこで、休廃止鉱山におけるグリーン・レメディエーション（元山回帰）の調査研究事業
において設定されたグリーンレメディエーション（GR）委員会では、利水点等管理のあり
方を検討するとともに、利水点等管理を進める上で必要となる鉱山下流の水生生物への生
態影響評価方法について、生態影響評価に係る調査・分析ワーキンググループを設置し、検
討を進めてきた。休廃止鉱山の多くが位置する河川上流部では、渓流魚を対象とした遊漁を
含む生態系サービス（生態系から得られる恵み）が享受されていることも少なくない。その
ため、義務者不存在鉱山では、坑廃水処理において排水基準に適合をすることを求められる
法的な根拠はないが、将来の坑廃水管理について地元の理解も得ながら検討するためには、
下流域の利用状況に応じて生態影響評価を実施することが有用であろう。 

このような生態影響評価を実施する上で参考となるガイダンスは、日本にはこれまで存
在しておらず、鉱山下流における生態影響評価を実施する上で本ガイダンスが有効に活用
されることを期待したい。また、本ガイダンスの刊行にあたって御指導を賜った関係各位に
対して感謝申し上げる。 

 

令和 3 年 3月 

 

休廃止鉱山におけるグリーン・レメディエーション（元山回帰）調査研究委員会 

生態影響評価に係る調査・分析ワーキンググループ 主査 松田 裕之 

及び 当該委員会・ワーキンググループ事務局 
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第1章. 要約 
 休廃止鉱山の坑廃水管理には少なくない人的・経済的コストがかかる。そのため、長
期的な坑廃水管理として、鉱山の性状や地域の状況に応じて、放流口での排水基準管理
ではなく、下流の利水点等における水質の安全性を確保した上での坑廃水の管理（利水
点等管理）が経済産業省を中心に検討されている。この利水点等管理を検討する上で、
下流の利用状況等により、鉱山下流において坑廃水が水生生物に及ぼす影響の評価（生
態影響評価）と把握が必要となる場合がある。本ガイダンスは、鉱山管理者等を対象
に、このような生態影響評価をどのように実施すべきかを記述した。生態影響評価と
は、坑廃水が流入する河川における地点または一定の範囲で、管理上許容できない水生
生物への生態影響が予測・観測されるかを、金属類（例えば、亜鉛）等を対象とした水
質調査や魚類や底生動物等を対象とした水生生物調査によって評価するものである（図
1-1）。本ガイダンスでは、まず、利水点等管理の定義を含めた本ガイダンスの背景（第
2 章)、本ガイダンスを編纂した目的（第 3章）を述べたうえで、生態影響評価の適用が
推奨されるケース（第 4 章）や、重要な考え方及び留意点（第 5 章）を整理した。次
に、調査対象河川に設定した地点において（地点設定：第 6 章）、①水質（主に金属濃
度）による水生生物への生態影響が懸念されるかどうか（第 7章）、②坑廃水の影響を
受けていない参照河川と比較して水生生物相への影響が観察されるか（第 8 章）といっ
た生態影響評価の結果から得られる情報について整理した。また、水質調査や水生生物
調査を補足調査としての生物応答試験の活用方法を示した（第 9 章）。最後にこれらの
方法を用いて生態影響評価を行った場合の総合評価の考え方について整理した（第 10

章）。 

 また、各章の冒頭で内容のポイントを箇条書きで記述した。本ガイダンスの全体像や
各章の概要を限られた時間で把握する場合などに、ご利用頂きたい。さらに、付録とし
て、本ガイダンスに関連する疑問点を「よくある質問（FAQ）と回答（付録 1）」、実際
の生態影響評価の事例として「休廃止鉱山の坑廃水が流入する河川における生態影響調
査の事例（付録 2）」を追加した。特に前者は、水生生物の保全を目的とした水質環境基
準を超過することの意味など、本ガイダンスを読み進める上で想定される疑問を整理し
ている。 
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図 1-1. 生態影響評価のフローチャート（段階的評価） 

ただし、水生生物調査を実施する際は、水質調査も同時に実施することが推奨される（詳細
は第 8章参照）。「水質調査による評価で生態影響の懸念ありと判断された場合でも、水生生
物調査で生態影響の懸念なしと判断される場合」の詳細については、7-1節や付録 1（よくあ
る質問）を参照されたい。  
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第2章. 背景 
【第 2 章の要点】 

• 休廃止鉱山の坑廃水管理には少なくない人的・経済的コストが必要となる。 

• 長期的な坑廃水管理のあり方として、鉱山の性状や地域の状況に応じて、放流口での

排水基準管理ではなく、下流の利水点等における水質の安全性を確保した上での坑廃

水の管理（利水点等管理）が経済産業省を中心に検討されている。 

• 地元の理解を得ながら利水点等管理を検討する上で、下流の利用状況等により、鉱山

下流において坑廃水が水生生物に及ぼす影響の評価（生態影響評価）と把握が必要と

なる場合がある。 

• 本ガイダンスにより、鉱山管理者等を対象に、このような生態影響評価をどのように

実施すべきかの情報を得ることができる。 

 

休廃止鉱山において、鉱物を採掘するため掘採した地下（坑道）から湧出する水（坑水）
と選鉱場・製錬場等から排出された捨石又は鉱さいの集積場等から流出する水（廃水；坑
水と合わせて坑廃水と呼ばれる）は、酸性で複数の金属を比較的高い濃度で含有している
ことが多い。そのため、坑廃水による鉱害を防止するために、これまで関係者の尽力で、
坑口の閉塞や集積場の覆土植栽などの鉱害防止工事や坑廃水の中和処理などによる対策
が実施され、鉱害の未然防止あるいは鉱害復旧、そして再発防止に務めてきた。坑廃水の
流出が雨水等を起源とする水循環の中にあることを考慮すると、坑廃水はほぼ永久に排
出されるといっても過言ではない。最新の休廃止鉱山関連の学術研究によれば 1)、今後
100 年以上坑廃水処理が必要になる鉱山も存在すると予測されることや、義務者不存在・
存在の休廃止鉱山に対して、国から支給される「休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金」の
年間総額は、現在約 20 億円に上っていることを踏まえると、長期的な視点に立った坑廃
水対策や管理を検討・着手することが重要である。 
長期的な視点での管理方法の 1 つとして、鉱山や地域の状況に応じて、放流口での排水

基準管理ではなく、利水点等での環境基準等の監視・管理が経済産業省を中心に検討され
ている。金属鉱業等鉱害対策特別措置法に基づく「特定施設に係る鉱害防止事業の実施に
関する基本方針（経済産業省告示第 67 号：平成 25 年 3 月 28 日）」の留意事項において
も、「坑水又は廃水の処理の終了に向け、下流の利水点等の環境基準等を満たす鉱山では、
下流影響度に関するデータの把握・蓄積を行い、データ解析等の検討を実施すること」と
記載されている。これらの背景を受け、下流の利水点等で環境基準等を満足できる義務者
不存在鉱山では、放流口での排水基準に基づく管理ではなく、下流の利水点等における水
質の安全性を確保した上で坑廃水を管理・監視する、利水点等管理を検討することの重要
性が近年各所で指摘されている 2, 3)。ここで、「利水点」とは河川水を人間が利用する場所
を指し、この利水点を広義に捉えると、水生生物等の生息地（すなわち、点ではなく範囲）
も含まれるため 2)、このような生息地を含めて「利水点等」と呼ぶ。 
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この利水点等管理を検討・実施する上では、坑廃水が流入する河川において、それを利
用する人及び下流に生息する水生生物等に悪影響を及ぼさないようにすることが重要と
なる。詳細はここでは割愛するが、人が直接利用する河川水には、飲用水等の一般家庭あ
るいはゴルフ場の散水やプールや公衆浴場などの施設で用いる上水、工場で用いる中水、
発電のための用水、水田や畑の灌漑等や畜産業に用いる農業用水、養殖場等における養殖
生物の飼育等に用いる水産用水、工業用水などが考えられる 2)。義務者不存在鉱山では、
坑廃水処理において排水基準に適合をすることを求められる法的な根拠はないが、これ
らの用水で求められる基準を下流の利水点で満足することが必要になる（例えば、農業
（水稲）用水基準で亜鉛の場合、0.5 mg/L）。利水点等管理のガイダンスについては、経済
産業省が実施する「休廃止鉱山におけるグリーン・レメディエーション（元山回帰）の調
査研究事業」のグリーン・レメディエーション（元山回帰）調査研究委員会において、別
途、議論・準備が進められている。 

我が国では現在、水生生物の保全に係る水質環境基準が、金属類では亜鉛について設定
されている。また、坑廃水には亜鉛以外にも、銅、カドミウム、鉛等の金属類が含まれて
いる。これらの負荷源は坑廃水以外にも存在するが、その生態影響は国内でも懸念されて
おり 4)、諸外国では水生生物保全のための水質環境基準等が設定されている。一方、河川
には、特に有用な魚介類を中心とした内水面漁業や遊漁がさかんな場所もあり、第 5 種共
同漁業権等に基づき放流した淡水魚等の水産資源も存在する。例えば、北海道ではワカサ
ギやサクラマスの幼魚などサケ目魚類の放流が盛んである。また、絶滅危惧種の生息地な
どへの影響も懸念されるかもしれない（環境省レッドリスト：https://www.env.go.jp/nature/ 

kisho/hozen/redlist/index.html、2021 年 3 月閲覧）。そのため、鉱山下流の水生生物への影響
を評価・把握することが（ここでは、生態影響評価と呼ぶ）、地元の理解を得ながら利水
点等管理を検討する上で必要となる場合がある。しかしながら、金属類を対象とした河川
での生態影響評価方法やそれに類似する影響評価方法を記述したガイダンスはこれまで
に日本に存在しない。そのため、本ガイダンスでは、利水点等管理の検討を進める上で、
鉱山下流における生態影響評価が必要となった場合に、坑廃水（処理水）の主要な放流先
である河川における水生生物等への影響をどのように評価すべきかを記述した。鉱山管
理者等が鉱山下流での生態影響評価を実施する上で、本ガイダンスがその一助となるこ
とを期待する。  
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第3章. 本ガイダンスにおける生態影響評価の目的 
【第 3 章の要点】 

• 本ガイダンスにおける生態影響評価は、坑廃水が流入する河川における地点または一

定の範囲で、管理上許容できない水生生物への生態影響が予測・観測されるかを調

査・評価するものである。 

• 生態影響評価の結果、調査対象河川または地点において、①水質（主に金属濃度）に

よる水生生物への生態影響が懸念されるかどうか、②水生生物相への影響が観察され

るかといった情報が得ることができる。 

• 生態影響評価の結果は、利水点等管理を検討する際に、利害関係者との合意形成や管

理者の意思決定における資料となることを想定している。 

• 本ガイダンスは、生態影響評価の考え方や調査の方法論を記述したものであり、利害

関係者間の合意形成等を含めた利水点等管理全体の枠組みを記述したものではない。 

 

本ガイダンスで対象とする生態影響評価の目的は、休廃止鉱山の坑廃水が流入する河
川における地点または一定の範囲で、管理上許容できない水生生物への生態影響が予測・
観測されるかを評価することである。なお、例えば、パッシブトリートメント（自然力活
用型坑廃水処理 5, 6)）の導入と同時に利水点等管理を検討する場合には、坑廃水（原水）
だけでなく坑廃水処理水が対象となることも考えられるが、本書では特に区別せずに坑
廃水とする。ここで、本ガイダンスで調査対象とする水生生物とは、河川環境の調査やモ
ニタリングで頻繁に用いられる 7, 8)、付着藻類、底生動物、魚類とする（詳細は第 8 章）。
生態影響評価の結果、調査対象河川や対象地点において、①水質（主に金属濃度）による
水生生物への生態影響が懸念されるかどうか、②実際に水生生物相への管理上許容でき
ない影響が観察されるかどうか（加えて、その影響の大きさや範囲）、といった情報を収
集することができる。 

得られる生態影響評価の結果は、利水点等管理を検討する際や、その他坑廃水処理等の
管理方策を変更する際に、利害関係者との合意形成や管理者の意思決定における資料と
なることを想定している。生態影響評価の適用が推奨されるケースについては、第 4 章に
詳述している。利水点等管理の文脈においては、管理目標（守るべき対象）に下流域の生
態系や水生生物が含まれ、生態影響評価の実施が必要となった場合に、本ガイダンスを参
考にするという関係にある。加えて、本ガイダンスは、生態影響評価の考え方や調査概要
を記述するものであり、利害関係者間の合意形成等を含めた利水点等管理全体の枠組み
を記述するものではない。前述の通り、利水点等管理のガイダンスについては、別途、議
論・準備が進められている。  
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第4章. 生態影響評価の適用が推奨されるケース 
【第 4 章の要点】 

• 生態影響評価の適用が推奨されるケースは、①放流口及び利水点等での基準超過状況

から適用が推奨されるケースと②対象流域の生態系の状況によって適用が検討される

べきケースがある。 

• ただし、これらのケースに当てはまる場合でも、生態系の利用状況や利害関係者との

対話によって、生態影響評価の実施が必要でないと判断できる場合も考えられる。 

• 生態影響に対する坑廃水寄与を考える上で、坑廃水が下流河川の金属濃度（や負荷

量）にどの程度寄与しているかや、自然起源等による金属負荷がどの程度あるかにつ

いても留意する必要がある。 

 

生態影響評価の適用が推奨されるケースは、大きく分けて２つに分類され、以下の 4 つ
のケースが想定される。 

1．放流口及び利水点等での基準超過状況から適用が推奨されるケース 
2021 年 3 月現在、水生生物の保全を目的とした水質環境基準及び排水基準が設定され

ている金属が亜鉛のみである点を念頭に置くと、本ケースは以下の２つに整理できる。 

ケース 1a：放流口超過、利水点等達成 
亜鉛が放流口で排水基準を超過している（またはその可能性がある）が、下流の利水

点または環境基準点等では当該項目が水質環境基準を達成している場合。 

ケース 1b：放流口超過、利水点等超過 
亜鉛が放流口で排水基準を超過しており（またはその可能性があり）、下流の利水点

等でも当該項目が水質環境基準を超過している場合。後述するように、水質環境基準の
性質を鑑みると、水質環境基準を多少超過していても、生物相は大きな影響を受けてい
ない可能性がある 9)。そのため、生態影響評価を実施してその影響を明らかにし、専門
家及び利害関係者と議論することで、実態に即した坑廃水管理も可能になる。 

2．対象流域の生態系の状況によって適用が検討されるべきケース 
ケース 2a：水産資源や生態系サービスへの影響 
坑廃水が流入する河川下流において、漁業または遊漁に利用される魚類等の生息や

孵化場等の施設があり、水産資源への影響が危惧される場合。または観光資源の喪失な
ど、その他の生態系サービス（生態系から得られる恵み）を損なう懸念がある場合。 

ケース 2b：生物多様性への影響 
下流の特徴的な野生生物相への影響が特に危惧される場合。 

 
これらの４つのケースに該当する場合においても、以下の点に留意されたい。まず、「放

流口及び利水点等での基準超過状況から適用が推奨されるケース（ケース 1a 及び 1b）」
に当てはまる場合でも、下流の生態系の状況（例えば、ケース 2a 及び 2b のような状況が
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該当しない場合）や利害関係者との対話によって、生態影響評価の実施が必要でないと判
断される場合も考えられる。 

「対象流域の生態系の状況によって適用が検討されるべきケース（ケース 2a及び 2b）」
の場合、保全対象は水生生物を含む生態系であるが、第 7 章で詳述するように、この保全
目標の達成自体を水生生物の保全を目的とした水質環境基準等との比較によって判断す
ることもできる。水質環境基準は個別の物質を対象に、日本では水生生物個体群の保護を
目的として維持することが望ましい水準として設定されており、この数値を超える水域
であっても、直ちに水生生物にある程度以上の影響を及ぼすといった性格をもつもので
はない 10)。したがって、個別の物質による生態影響という意味では、水質環境基準未満で
は大きな影響は懸念されないし、亜鉛の水質環境基準を多少超えても水生生物個体群が
すぐに存続できなり、生物種数が大きく減少するというわけでもない 9)。しかしながら、
複数の金属類が同時に存在する場合（それらの金属による複合影響が懸念される場合）や
水質環境基準が設定されていない金属の濃度が高い場合（第 7 章参照）は、下流域におい
て生態影響が懸念される場合がある。そのような場合には、水質調査などを用いた生態影
響評価の実施が必要となる。 

また、自然起源を含めたバックグラウンドの河川中金属負荷量（濃度と流量の積）と坑
廃水中金属負荷量を比較し、下流の金属濃度に対する坑廃水の寄与に基づいて生態影響
評価の必要性を判断できる場合もあると考えられる。例えば、放流先の河川の流量が多く、
放流先の河川における水質及び水生生物への影響は十分に小さいと考えられる場合であ
る。カナダの金属採鉱の環境影響モニタリングに関する技術ガイダンスには、「最終放流
口から 250ｍの場所で、放流水の割合が河川流量の 1％を超える場合は、魚類調査を実施
することが求められる」といった記述があり 11)、下流への寄与が十分に小さいことが明
らかな場合は、生態影響評価は必ずしも必要ないとされている。また、自然起源を含めた
バックグラウンドの負荷量が大きく、放流水が流入しても河川中の金属濃度はほとんど
変化しないケースも少なからず見受けられる 12)。そのような場合に、坑廃水流入後の下
流で観測される影響をどのような目的で調べるか、すなわち環境基準値以下に下げると
いう前提を置くわけではないということを含めて、関係者等との議論が必要である。  
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第5章. 生態影響評価を検討する上での留意点及び重要な考え方 
【第 5 章の要点】 

• 生態影響評価を実施する前に、利害関係者や専門家等が懸念する生態影響を整理・議

論した上で、調査や評価内容を検討することが望ましい。 

• 生態影響評価における水質調査、水生生物調査、生物応答試験のそれぞれの位置づけ

や段階的な評価を理解し、評価目的に応じて実施を検討する必要がある。 

• 坑廃水が流入する河川における生態影響の有無を判断する上で、坑廃水の影響を受け

ていない金属濃度の低い参照地点や河川との比較が基本となる。 

• 水生生物の生息状況は、本来「自然のばらつき」が存在する。生態影響評価にはその

点を考慮することが重要である。 

 

5.1. 調査・評価内容を検討する上での留意点 
本章では、生態影響評価の適用を検討する上での留意点及び重要な考え方について、3

点を整理する。まず、1 点目としては、先にも述べた通り、利水点等管理のあり方（管理
目標など）を検討した上で、必要に応じて生態影響評価の実施が検討されるべきである。
すなわち、生態影響評価を実施する前に、利害関係者や専門家等が懸念する生態影響が整
理・議論された上で、当該生物調査や評価の内容を検討することが望ましい。例えば、鉱
山下流の河川でサケ科魚類の遊漁が行われている場合、これらの魚類の個体数などを直
接調査対象とすることが考えられる。 

なお、休廃止鉱山下流で高い濃度が観測されるカドミウム等の金属については、食品中
の基準が魚介類には設定されていない。亜鉛や銅、鉄、マンガン等には、食事摂取基準（国
民の健康の保持・増進を図る上で摂取することが望ましいエネルギー及び栄養素の量の
基準）が設定されている。しかし、遊漁等によって採捕される魚類を摂食することが考え
られる場合は、安全・安心の確保や風評被害の防止の観点から、可食部等の金属濃度を測
定し、食品からの日本人の年間の金属曝露量と比較することによって、食品として安全性
を検討することを求められる場合もある。例えば、カドミウムであれば、“成人の平均体
重を 53.3kg とすると摂取量は 2.8μg/kg 体重/週”であり、日本人の摂取量の約 4 割は米由
来である（厚生労働省：食品に含まれるカドミウムについて https://www.mhlw.go.jp/topics/ 

bukyoku/iyaku/syoku-anzen/cadmium/index.html、2021年 3月閲覧）。このような値と比較し、
総曝露量に対する寄与を推定することによって、食品として安全性を議論できる。 

 

5.2. ３つの評価方法の特性と段階的評価の考え方 
2 点目として、生態影響評価方法として用いる水質調査及び水生生物調査、さらには補

足的な評価方法として用いる生物応答試験にはそれぞれに利点と欠点がある（表 5-1）。
そのため、それらの特性や化学物質の生態リスク評価で一般的に用いられる段階的な評
価（図 5-1）の考え方をもとに、生態影響評価の実施方法を検討する必要がある。なお、
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本節ではこれら３つの評価方法の概略のみを示し、方法などの詳細は第 7～9 章に記述す
る。 

 

表 5-1．3つの生態影響評価方法の概要と特徴 

 
利点及び欠点の詳細は本章本文や各方法についた詳述した章（第 7～9 章）を参照されたい。 
 

 
図 5-1．水質調査及び水生生物調査による段階的な生態影響評価 

生物応答試験は、当該試験で観察される影響と野外での影響レベルとの関係についてさらな
る調査が必要なため、本ガイダンスでは水質調査及び水生生物調査の補足的な評価として位
置づけた（詳しくは、第９章参照）。 

 

水質調査による評価は、坑廃水が流入する河川において金属濃度を測定し、水質環境基
準等と比較する方法である（表 5-1）。この水質調査による評価は、金属類などの濃度測定
のみで評価が可能であるため、他の手法に比べて比較的簡便である。また、水質環境基準
等は一般的に安全側に設定されているため、それらとの比較結果は、安全側の評価となる
（予想される影響を過大に評価する）特性を持つ。したがって、生態影響評価における第
１段階目の評価として位置づけることができる（図 5-1）。他方で、水質環境基準等の超過
が観察された場合に、対象河川で管理上許容できない生態影響が観測されるとは限らな
い点にも注意が必要であり、その検証には水生生物調査が必要となる。 

 水生生物調査による評価は、対象河川において魚類等の水生生物調査を実施し、金属濃
度の低い参照河川（定義は、6.1 節参照）と比較することで影響を評価する方法である（表

方法 生態影響評価方法の概要 利点 欠点

水質調査
評価地点の金属濃度を測定し、
水質環境基準等と比較する

他の方法に比べて簡便である
水質環境基準等を超過した場合に、
実際の河川で生物相への影響があるか
どうかが必ずしも明らかでない

水生生物調査
評価地点と参照地点において
魚類等の水生生物相を比較する

実際の河川で観測される生物相
への影響を直接観察できる

適切な参照地点を設定する必要があり、
坑廃水以外の影響要因がある場合、
結果の解釈に注意が必要である

生物応答試験
評価地点の河川水について
ミジンコ類への毒性を評価する

河川水に含まれる物質の総合的
な毒性を直接評価でき、金属類
の影響かどうかを評価できる。

生物応答試験で観測される毒性影響と
実際の河川における生物相への影響の
関係が明らかではない

現実的

操作性

安全側
（保守的）

評
価

簡易 複雑

段階1
水質調査による評価

段階２
水生生物調査

一般的な保全目標
＊個体群の保護
＊生物多様性の保全
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5-1）。水生生物調査は、実際の河川で観測される生物相への影響を直接観察できることが
大きな利点である。したがって、水質調査による評価によって生態影響が懸念される場合
に、対象河川で実際に生物相への影響が観測されるかを調査する第２段階目の評価とし
て位置づけることができる（図 5-1）。休廃止鉱山が位置する河川の上流部のように他の
人為的な汚染や改変がほとんどない条件においては、水生生物調査で観測される影響の
原因としては、坑廃水を起源とする金属濃度等の影響と判定できると考えられる。一方で、
対象河川と参照河川間で、坑廃水を起源とする金属濃度等以外の要因を完全に一致させ
ることはほぼ不可能であり、水生生物調査のみでは原因特定は必ずしも容易ではない点
に留意されたい。その意味で、第 8 章で述べる通り、同時に水質調査を実施し、金属濃度
等を把握しておくことが坑廃水の影響かどうかを考察する上で重要となる。 

生物応答試験による評価は、河川などの環境水の生態毒性をミジンコ等の試験生物を
用いて直接評価する方法である（表 5-1）。坑廃水に含まれ生態影響が懸念される金属を
含む全ての物質の濃度を測定し、生態影響を一つ一つ評価することは現実的ではないが、
生物応答試験は、環境水に含まれる物質の総合的な毒性を直接評価できる点が特徴であ
る。また、生物応答試験で観測される毒性の要因が金属類かそうではないかの評価も比較
的容易に可能である。ただし、各金属の濃度は生物応答試験から不明であり、観測された
影響がどの元素によるものかを生物応答試験のみから特定することは容易ではない。ま
た、室内で観察される毒性影響の大きさと野外で観察された影響の大きさとの関係が必
ずしも明らかではない点が欠点として挙げられる。 

 以上の整理から、図 5-2 に示したように、例えば、水質調査の結果、生態影響が懸念さ
れる金属類について水質環境基準等の超過が観測されず、複合影響も懸念されない場合
には（複合影響については第 7 章参照）、坑廃水に起因する生態影響が観測される可能性
は低いため、水質調査による評価結果に基づいて生態影響評価を完了し、それ以上の調査
（水生生物調査や生物応答試験）を実施しないという判断ができる。より詳しくは、第 10

章の総合評価の考え方で示した表 10-1 や図 1-1 のフローチャートや参照されたい。水質
調査や生物応答試験は、現地での採水のみで評価が可能であるため、アクセスが困難な場
所などでは、これらの調査及び評価のみから、生態影響の有無を判断することが合理的な
場合も考えられる。なお、生物応答試験については、休廃止鉱山を対象とした調査研究か
ら、ミジンコ類を用いた慢性試験で影響が認められなければ、野外で底生動物の種数や個
体数に大きな影響はない事例が複数蓄積されてきている（産業技術総合研究所 未発表デ
ータ）。しかし、日本全国レベルで生物応答試験において観察される影響の程度と野外で
の影響の程度を結びつけるにはさらなる検証が必要であり、現時点では、水質調査の評価
結果の検証や水生生物調査の予備的検討、および生態影響の原因となる要因を特定する
ための知見を提供する補足的な調査手法と位置付ける。 
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図 5-2. 坑廃水が流入する河川における段階的な生態影響評価と判断例 

 

5.3. 参照地点と比較するという考え方（水生生物調査） 
水生生物の生息状況やその多様性は、地理的条件（例えば、緯度、地形）や物理化学的条

件によって異なることにも留意が必要である。そのため、坑廃水が流入する河川における生
態影響評価は、対象となる鉱山の坑廃水の影響を受けておらず金属濃度が低い参照地点と
の比較が基本となる（調査・評価内容を検討する上での留意点や重要な考え方の 3 点目：参
照地点のさらなる詳細は第 6 章参照）。また、例えば豪雨による増水や異常気象等が対象地
域で起きた場合に、地理的に近い参照地点でも同様にその影響を受けると考えられるため、
参照地点と比較することで、坑廃水以外の影響もできるだけ取り除いて評価することも可
能になる。したがって、水生生物調査を実施する場合は、参照地点を設定することが望まし
い。しかし、アクセスの問題などの理由で、対象河川の近くに適切な参照地点の設定が困難
な場合も考えられる。その場合は、国土交通省が全国の河川で実施している河川水辺の国勢
調査（http://www.nilim.go.jp/lab/fbg/ksnkankyo/）などの既存の生物調査データを比較対
象とすることもよいだろう。  
 また、水生生物の生息状況（例えば、個体数や種類数）は、同一地点内でもばらつくこと
に留意が必要である。例えば、ある河川地点において、25 cm×25 cm の方形区（625cm2）
を複数箇所設定して、生息する底生動物の個体数や種類数を調べると、それらの方形区で確
認できる個体数や種類数はまったく同じにはならない。水生生物調査の結果に基づいて生
態影響の有無を評価する上では、坑廃水の影響を受ける地点と参照地点間で観測される違
いが、この自然のばらつきによるものではないかを考慮することが重要である。  

段階的な生態影響評価

① 水質調査結果に基づく判断

② 水生生物調査の結果に基づく判断

生態影響の懸念あり

利水点等の調査地点における水中の金属濃度を
日本の水質環境基準（亜鉛のみ）や米国等の諸外
国の水質ベンチマークと比較する
複合影響は，ハザード比の和を計算する（第7章）

生態影響の懸念なし

水質及び生物応答試験も同時に実施すると，
影響要因などに関する考察が可能になる

＊生物応答試験は，水質調査の評価結果の検証や水生生物調査の予備的検討，及び
生態影響の原因を特定するための知見を提供する補足的な調査手法と位置づける

＊段階的な評価ではなく，単一または特定の組合せの調査・評価も可能

生態影響の懸念なし

管理対策方法や管理目標の再検討

生態影響の懸念あり
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第6章. 調査地点の設定 
【第 6 章の要点】 

• 生態影響評価における調査地点の設定は、坑廃水が流入する河川において、生態影響

評価を実施すべき地点（評価地点）を設定し、近傍の河川において、坑廃水による影

響要因以外の物理化学的環境が同様で、他の人為的な影響を（ほとんど）受けていな

い比較対象地点（参照地点）を設定する。 

• 調査地点の設定は、生態影響評価の目的や対象流域の特性等によって可変である。 

• 具体的な調査地点の設定について、4つの代表的な例を挙げて説明した。 

 
6.1. 調査地点（評価地点と参照地点） 
生態影響評価を実施するために、まず、坑廃水が流入する河川において、生態影響評価を

実施すべき地点（評価地点と呼ぶ）を 1地点以上選出する必要がある。想定される調査地点
設定の 4 つの例を図 6-1 に示した。地点設定の詳細は、利水点等管理や生態影響評価の目的
や周辺の環境条件に依存すると考えられるが、坑廃水が河川に流入した直下の地点が１つ
の選択肢として考えられる（図 6-1 の方法 A）。坑廃水流入直下地点は、坑廃水の影響を最
も直接的に受ける地点であり、この評価地点で生態影響が観測されなかった場合は、鉱山下
流の対象河川において坑廃水による影響は観察されないことが予想される。他に、図 6-1の
方法 B のように、坑廃水流入河川に複数の評価地点を設定し、任意の範囲で評価すること
も考えられる（付録２の調査例も参照）。利水点等（例えば、実際に遊漁等による利用され
る範囲）での生態影響を考慮するために、坑廃水流入直下地点だけではなく、より下流での
評価が望まれる場合も考えられる。 

次に、坑廃水流入河川に設定した評価地点の比較対象として、参照地点の設定が必要にな
る。参照地点は、理想的には、設定する評価地点が仮に坑廃水の影響を受けていなかった場
合の状態を代替できる地点と解釈できる。水質調査や生物応答試験において参照地点の設
定は必ずしも必要ではないが、調査対象河川のバックグラウンド（自然状態）を把握する上
ではこれらの調査においても有用である。一方で、水生生物調査では、地域の特性上、参照
地点の設定が困難な場合などを除き、参照地点との比較は可能な限り行うことが望ましい。
例えば、豪雨などの増水後に評価地点の水生生物相が変化した場合に、それが坑廃水の影響
か増水の影響かを考察する上で、近傍の参照地点との比較は不可欠である。 

参照地点は、評価対象の要因（ここでは坑廃水の影響）を除くすべての条件が評価地点と
同じ地点であることが理想である。例えば、坑廃水が流入する直下の地点に対して、流入前
の直上の地点が、このような参照地点に相当する（図 6-1 の方法 A）。しかしながら、例え
ば、図 6-1 の方法 B のように坑廃水流入河川のさらに下流の地点を評価地点と設定する場
合などは、坑廃水の影響を除くすべての条件が評価地点と同じ完全な参照地点を設定する
ことはできない。そのため、近傍の河川（例えば、評価地点と同一の流域）において、坑廃
水による影響要因（例えば、金属類の濃度）以外の物理化学的環境が同様で、他の人為的な



 
 

16 
 

影響を受けていない（あるいは、他の人為的な影響が最小限の）地点を、参照地点として設
定する。ここで他の人為的な影響とは、例えば、鉱山以外の排出源による水質汚染やコンク
リート護岸等による物理環境の改変を指す。 

水生生物調査のための参照地点を設定する場合において、他にも考慮すべき要因は考え
られるが（pH等の一般的な水質項目や生息場の構造等）、留意すべき主要な物理化学環境要
因としては以下の項目が挙げられる。 

 河川規模（流域面積、河川次数、流路幅） 

 河川において上流・中流・下流といった位置関係によって、生息場の構造や水温、
餌資源などの違いがあり、異なる水生生物相が成立するため。なお、河川次数とは、
対象とする河川や地点の位置を表す指標である（詳細は例えば、井上・中村（2019）
の 1.1.4 節参照）。 

 標高（あるいは水温） 

 水温は水生生物の生息にとって重要な要因であり、湧水等の影響を除けば、一般的
に標高により水温が変化するため。 

 流域の土地利用や地質 

 土地利用や地質によって水質等が変化し、それに応じて異なる水生生物相が成立
するため。土地利用は国土交通省の国土数値情報（https://nlftp.mlit.go.jp/index.html）、
地質は産業技術総合研究所の地質図 Navi（https://gbank.gsj.jp/geonavi/）で確認でき
る。 

また、河川の水生生物相は坑廃水以外の人為的な影響も受けている。特に、人為的な負
荷が少ない河川上流域においても、ダムや堰堤等が存在する場所は少なくない。特に魚類
は、このような人工構造物の存在によって移動が妨げられ、隔離された個体群が絶滅に繋
がる場合がある 13, 14)。小さな堰堤等は地形図に掲載されていないこともあるため、調査
地点（評価地点及び参照地点）を設定する際に、このような人工構造物の有無を現地で確
認し、留意する必要がある。例えば、川と海を回遊する魚類を調査対象とする場合、評価
地点及び参照地点下流から海までの間に、移動を阻害する構造物がないかを確認してお
く必要がある。調査対象とする個別の河川ごとに、魚類の移動を阻害する人工構造物の有
無や配置は異なることが予想されるため、そのような構造物をあった場合に、どのように
調査地点の設定すべきかについてここで一義的に記載することは難しい。状況によって、
専門家等に相談することを検討されたい。 

地形的に安全にアクセスすることが難しいなどの理由で、適切な参照地点がどうして
も設定できない場合も考えられる。１つの選択としては、上述した条件のいくつかを明ら
かに満たさなくても、「この河川（地点）と同じような水生生物相であればよい」と利害
関係者間で合意できる場所があれば、そのような場所を参照地点として設定することも
考えられる。この場合、設定した参照地点が、「評価地点が仮に坑廃水の影響を受けてい
なかった場合の状態」を必ずしも反映しないことに留意して評価を進める必要がある。ま
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た、水生生物調査の場合は、河川水辺の国勢調査（http://www.nilim.go.jp/lab/fbg/ksnkankyo/、
2021 年 3 月閲覧）等の既存の利用可能な生物調査結果で、参照地点での調査を代替する
こともできる。例えば、同一または近隣の都道府県内で実施された類似した河川環境にお
ける生物調査結果を収集し、生態影響評価の対象とする生物指標がとりうる範囲を整理
することで、評価地点の結果との比較ができる。 

 

6.2. 調査地点設定の具体例 
 本節では、４つの具体例を挙げてそれぞれの地点設定における留意点等を詳述する。なお、
例えば、図 6-1 の方法 A と方法 B を合わせた調査地点の設定も考えられ、調査地点の設定
方法はこれらの具体例限りではない。 

A) 評価地点と参照地点の比較（図 6.1 の方法 A） 
 前述の通り、坑廃水が流入する下流の評価地点に対して、流入前の地点に参照地点を設定
する方法である。評価地点と参照地点を隣接して設定でき、坑廃水以外の環境要因の違いを
最小限に抑えられるため、坑廃水流入の影響を最も効果的に評価できる地点設定である。ま
た、生態影響が評価地点で観測されなければ、より下流でも影響は観測されないことが予想
されるため、安全側の評価を行う上でも有用である。一方で、鉱山周辺の河川では自然起源
等の理由で坑廃水流入前でも金属類の濃度が高いことがある。そのような場合、水生生物は
すでに坑廃水流入前の地点で一定の生態影響を受けている可能性もあり、水生生物調査の
参照地点として適切かは利害関係者も含めた議論が必要である。 

坑廃水が流入する地点から評価地点の距離は対象とする生物の移動範囲や河川規模にも
よって可変だが、少なくとも河川水と坑廃水が十分に混合していることを電気伝導度の横
断測定などで確認して設定することが望ましい（例えば 50～100m 程度以上）。 

B) 複数の評価地点と参照地点の比較（図 6.1 の方法 B） 
 坑廃水が流入する河川に評価地点を流程（上流から下流といった河川の縦断方向の位
置）に沿って複数地点設定し、近傍河川（例えば同じ流域にある河川）にそれらに対応す
る参照地点を設定する方法である（付録２の調査例も参照）。評価地点を複数箇所とする
ことで、坑廃水流入河川の特定の地点だけでなく、生態影響が観測される（あるいは観測
されない）範囲を評価することができる。また、同一の流程（例えば、同様の流域面積）
に参照地点を設定することで、同一流程に位置する評価地点と参照地点の比較に加えて、
坑廃水流入河川と参照河川間の比較も可能になる。地点設定の際に留意すべき主要な環
境要因は、前述のとおりである。 

C) 評価地点と参照地点の経時的な比較（図 6.1 の方法 C） 
 方法 A の地点設定で、経時的な調査を実施して比較することで、自然環境下における生
物相の経時（または自然）変化を参照地点で捉えつつ、評価地点において坑廃水の変化（例
えば、坑廃水の流量の変化や処理方法の変更による金属負荷の変化）による生物相の変化を
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評価する方法である。いわゆる、BACI（Before-After-Control-Impact）デザインと呼ばれる調
査デザインである。 

D) 評価地点と複数の参照地点の比較（図 6.1 の方法 D） 
坑廃水が流入する河川下流に評価地点を設定し、環境条件が類似した適切な参照地点

が同一流域や近傍の河川に見つからない場合に、類似の環境条件の参照地点を別流域や
距離的に少し離れた河川に設定する方法である。単一の参照地点でも比較は可能である
が、複数の参照地点を設定することで参照地点群における生物指標値のばらつきやとり
うる範囲（90%予測区間：第 8 章参照）を表現することができる。 

 
図 6-1．調査地点（評価地点及び参照地点）の設定方法 

【方法 A】評価地点と参照地点の比較、【方法 B】複数の評価地点と参照地点の比較（近傍河
川が同一流域内である場合の例を示し、評価地点の●の色の濃さは金属濃度の高さに対応す
る）、【方法 C】評価地点と参照地点の経時的な比較（例えば、時間が年を表す場合、この図
では、翌年（時間 t+1）に坑廃水の負荷（矢印の大きさ）が小さくなり、評価地点の金属濃
度が低くなったことを示している（●の色の濃さに対応））、【方法D】評価地点と複数の参
照地点の比較、を意味する（詳細な説明は本文参照）。  
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第7章. 生態影響評価方法：水質調査 
【第 7 章の要点】 

• 水質調査により、坑廃水が流入する河川における金属濃度やその負荷量を明らかに

し、実測濃度と水質環境基準等の比較による簡易的な生態リスク評価や坑廃水中金属

濃度の河川への寄与度の推定が実施できる。 

• 水質調査に際しては、調査項目や調査方法、調査頻度・時期を適切に設定し、得られ

た結果を解釈する必要がある。 

• 水量や負荷量も含めた河川の酸性化や重金属汚染の実態を把握する調査方法について

は、『坑廃水の調査の解説書 水系調査編 JOGMEC（2017）』に詳しい。 

 

7.1. 位置づけ 
生態影響評価において水質調査の大きな目的は、①坑廃水が流入する河川において金属

濃度を把握し、その濃度を水質環境基準等と比較することで、簡易的なリスク評価を実施
することである。水生生物の保全に係る水質環境基準や他国で設定されている類似する環
境基準（例えば、水生生物の保全を目的とした米国の水質クライテリア：https://www.epa. 

gov/wqc/national-recommended-water-quality-criteria-aquatic-life-criteria-table、2021 年 3 月閲
覧）は、その目的（水生生物の個体群や群集レベルでの保護）と比べて一般的に安全側に
設定されている 12, 15, 16)。したがって、これらの基準の超過が認められない場合は、「生態
影響は懸念されない」と判断できる。ただし、坑廃水には複数の金属が比較的高い濃度で
含まれていることが多く、それぞれの金属濃度が基準値未満でも、それらの複合影響によ
って生態影響が観測される可能性もあることに留意する必要がある（7.5節参照）。 

加えて、補足的ではあるが重要な役割として、②河川中の金属濃度に対する坑廃水の寄与
を推定すること、が挙げられる。鉱山周辺の河川では、自然起源等の理由で坑廃水が流入す
る前の河川地点でも金属濃度が高いことが散見される。したがって、坑廃水の流量及び金属
濃度、さらには坑廃水が流入していないとみなし得る河川の上流側の調査地点の流量及び
金属濃度を測定することで、河川に対する坑廃水の金属負荷の寄与を明らかにすることが
できる。このような寄与に関する定量的な知見は、河川で実際に観測される生態影響に対す
る坑廃水の寄与を考察する上で、さらには坑廃水対策や管理のあり方をそのもの見直す上
でも重要な基盤情報となる。このような水質や流量調査による河川の酸性化や金属汚染の
実態把握については、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構が作成している坑廃水
の調査の解説書（水系調査編）を参照されたい 17)。 
 
7.2. 測定項目 
水質調査による簡易的な生態リスク評価を実施する上では、pH、硬度（カルシウム及び

マグネシウム濃度）、生態影響が懸念される金属濃度の測定が最低限必要である。水質調査
測定項目の候補は以下の通りであるが、必ずしもすべての測定が必要ではなく、評価目的や
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対象河川の特性に応じて決定すべきである。また、金属負荷量を推定する場合は、河川流量
の測定が必要になる。 
 現地測定項目 

一般的なポータブルの水質計で測定可能な、水温、pH、電気伝導度（EC）、溶存酸素量
（DO）、酸化還元電位（ORP）などが挙げられるが，河川の水質に対する坑廃水の影響を
把握する上では、少なくとも水温、pH、EC の測定を推奨する。水温や DO は水生生物の
生息環境の基本的な指標として重要であり、pH は河川の酸性度や金属類の生物利用可能性
（後述）を評価する上でも重要である。酸化還元電位は、酸性河川において鉄などの金属の
存在形態を推測する上で有益になる。 
 金属類 

 国内の休廃止鉱山での過去の調査事例 12, 16)や諸外国の水質環境基準等の設定状況から鑑
みて、生態影響が懸念される主要な金属種として亜鉛、カドミウム、鉛、銅が挙げられるが
4)、対象鉱山によって測定すべき金属種は異なる。まずは、対象鉱山の坑廃水管理において
これまで測定されてきた金属類を中心として、測定項目を選定することを推奨する。また、
坑廃水の金属負荷量（金属濃度と坑廃水の流量の積）を、坑廃水を放流する河川の流量で除
することによって計算される河川中の推定金属濃度を諸外国の水質環境基準等（表 7-1）と
比較することによって、生態影響が懸念される金属を選定することも可能である。水生生物
の保全を目的とした水質環境基準等は、現行の排水基準や人の健康保護を目的とした環境
基準等に比べてオーダーが大きく異なる場合があることに留意すべきである（例えば、亜鉛
の水質環境基準 0.03 mg/L に対して、金属鉱業に適用されている暫定排水基準は 5 mg/L
（2021年 3 月現在）、水道水質基準は 1mg/L）。 
 その他の項目 

 河川上流域など鉱山以外の人為的な負荷が小さい場所において金属類の影響を考察する
上で、金属類以外のその他の項目として重要なのは、現地で測定できる pHに加えて、当該
河川の硬度（カルシウム及びマグネシウム濃度）である。 

水中における亜鉛等の金属類の毒性は、pH や水中に存在する陽イオン（例えば、カルシ
ウムやマグネシウム濃度から計算される硬度）、アルカリ度、溶存有機物質の量にも依存す
ることが知られている 18, 19)。国際的に使用が進んでいる生物リガンドモデルに代表される
ように（さらに詳しくは永井（2011）18)や加茂・林（2011）19)を参照のこと）、水中の亜鉛
等の金属が生物リガンド（例えば、魚類のエラ）に吸着（結合）することを起点として毒性
影響が引き起こされると考えられており、カルシウムやマグネシウム濃度を代表とする陽
イオンは結合先である生物リガンドを占有することによって、溶存有機物質は亜鉛等の毒
性影響が懸念される金属類の結合先となることによって、毒性影響を緩和することができ
る。特に硬度は、米国の水質クライテリア等を導出するために必要となる。また、一般的に
pH が低いほど遊離イオンが多くなり水中に含まれる総量が同じでも毒性が高くなり、金属
によってこれら水質パラメータの重要性は異なる 20)。また、河川上流域など鉱山以外の人
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為的な負荷が小さい河川では、溶存有機炭素量（Dissolved Organic Carbon：DOC）または全
有機炭素量（Total Organic Carbon：TOC）は一般的に低く（例えば DOC 1 mg/L未満）、後述
する金属の生物利用可能性は高い状態にあると予想される。しかし、腐植物質が多く茶褐色
に着色した河川水では、河川中に含まれる総量は同じであっても、金属の生物利用可能性は
低下し、毒性は緩和される。このような有機物による毒性の緩和影響を考慮しないで、水質
環境基準等による評価を行った場合、その評価は安全側になるが、より正確な評価には生物
利用可能性を考慮する必要がある（詳しくは永井（2011）18)や加茂・林（2011）19)を参照）。 

 その他にも有機汚濁や栄養塩負荷が想定される河川では、それらの指標として、生物化学
的酸素要求量（BOD）や総窒素（TN）、総リン（TP）なども測定することで、坑廃水以外
の影響を考察することができる。また、水域の濁りの指標として用いられる懸濁物質量（SS）
は、坑廃水に起因する濁りによる影響が下流に対して懸念されている鉱山などで測定する
必要がでてくる。日本水産資源保護協会が策定する水産用水基準（第 8版）では、アユの忌
避行動の観察に基づき、懸濁物質の基準を 25 mg/L以下としている。 
 
7.3. 調査頻度・時期 
金属濃度等の水質の年間の平均値や変動幅を把握するために、少なくとも年複数回（例え

ば、季節ごとに年 4回程度）調査することを推奨する。水質環境基準は年間平均値として設
定されており、水質環境基準との比較では年間平均値で十分である。しかし、金属濃度の場
合、年間平均値だけでなく年間の最大値によっても実際の生態影響が変化する可能性があ
る。そのため、平均値だけでなく、濃度の年間変動幅や最大値も把握しておくことが望まし
い。坑廃水の水量や金属濃度の年間変動、さらには放流河川の流量のおおよその年間変動を
考慮すれば、河川中金属濃度の変動をより的確に把握できる調査時期を事前に設定できる。
例えば、坑廃水の金属負荷が高くなる時期と放流河川の流量が少なくなる時期が一致して
いれば、その時期が河川中の金属濃度が年間で最も高くなる時期と予想できる。また、一度、
年間の平均値や変動が把握できれば、定期的なモニタリングの頻度や時期などを決定する
際にも参考になる。 
環境省の水環境情報総合サイト（https://water-pub.env.go.jp/water-pub/mizu-site/、2021

年 3 月閲覧）や都道府県の関連 HP を参照し、近傍の河川地点で自治体等による水質調査
が実施されている場合は、その測定データを利用して、データを補完したり、予備的に評価
したりすることも可能である。 
 
7.4. 調査・分析方法 

pH 等の現地測定項目は、ポータブルの水質計を用いて現地で測定する。室内分析項目に
ついては、基本的には河川の流心などから採水を行う。これらは、坑廃水の調査の解説書（水
系調査編）に詳しい 17)。マグネシウムやカルシウムの濃度は、現地で採取した水試料をメ
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ンブレンフィルター（穴径 0.45μm）等で濾過した試料、亜鉛等の金属類については未濾
過試料または濾過試料を用いて、JIS K 0102 工場排水試験方法などに準拠し、分析する。 
水生生物の保全に係る亜鉛の水質環境基準は、全濃度（溶存態濃度と懸濁態濃度の和）で

設定されている我が国の現状から鑑みて、多くの場合、その他の生態影響が懸念される金属
も全濃度（すなわち未濾過試料）で測定することが想定される。なお、マンガンと鉄につい
ては、溶解性で排水基準が定義されており、濾過試料が分析に用いられる 17)。金属にもよ
るが、河川上流域など鉱山以外の人為的な負荷が小さく、有機物や懸濁物質も少ない河川で
は、全濃度と溶存態濃度の差は大きくないと考えられる。ただし、全濃度による測定は、平
水時でも微細な懸濁物質の非意図的な混入などによって測定値がばらつくことや、降雨な
どの後に懸濁した河川で採水する場合は混入する懸濁物質などの影響で測定が平水時に比
べて大きく変化する。そのため、環境水中の金属の生物利用可能性を考えると、一般的には
全濃度よりも溶存態濃度の方が良い金属毒性の指標であること 18, 19)や諸外国の類似の環境
基準は溶存態濃度に対して設定されていることを鑑みて、対象河川における全濃度と溶存
態濃度の関係を把握した上で、測定結果の評価方法（7.5 節）によっては、溶存態での濃度
測定を検討することが望ましい。 
河川の流量測定や負荷量の計算等については、前出の坑廃水の調査の解説書（水系調査編）

17)を参照されたい。 
 

7.5. 結果の評価方法 
 pHの測定結果に基づく評価 

pH、すなわち河川の酸性度の影響については、環境省の生活環境の保全に関する環境基
準（河川）に基づき、6.5 以上で 8.5 以下であれば、生態影響は懸念されないと判断できる。 

 

 金属濃度の測定結果に基づく評価 

 日本において、水生生物の保全を目的とした水質環境基準が設定されているものは亜鉛
（全亜鉛）のみであり、河川（淡水域）の基準値は、イワナ・サケマス域などの水域区分に
よらず 30 μg/L（0.03 mg/L）である。この測定値の年間平均値がこの基準値を超過するかで
評価でき、この値より低かった場合は亜鉛による生態影響の懸念はない。一方で、水質環境
基準はこの値を超過すれば直ちに水生生物にある程度以上の影響を及ぼすといった性格を
もつものではない点に留意すべきである 10)。実際にこの濃度を超過していた河川でも、底
生動物の種数や個体数に顕著な影響はなかった事例も複数存在する 9)。なお、水質環境基準
の検討段階の値として導出される水質目標値は、カドミウムについて報告されており、淡水
域の生物特 A 類型（イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物の産卵場（繁殖場）
又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域）は 0.03 μg/L、生物 A 類型（生物 Aイワ
ナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が生息する水域）は0.1 μg/L

である 21)。日本では、2021 年 3 月時点で、水生生物の保全を目的とした水質環境基準が亜
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鉛以外には設定されていないため、他の諸外国における類似基準（米国、英国、豪州の例を
表 7-1 に示した）を参照し、測定濃度と比較し生態影響が懸念されるかを評価することを推
奨する。 

 

 亜鉛等金属類の複合影響の簡易的評価 

複数の金属が比較的高い濃度で存在する場合、それらの複合影響を考慮する必要がある。
この複合影響の評価方法の１つとして、ハザード比の和を計算する方法がある。これは、各
金属について水質環境基準等に対する測定濃度の比（ハザード比）を計算し、それらの和を
複合影響の指標として用いる方法である。例えば、評価地点の亜鉛濃度が 30 μg/L、カドミ
ウム濃度が 0.42 μg/Lであり（他の金属濃度は十分に低いと仮定）、硬度 20 mg/Lの米国の水
質クライテリア（それぞれ 30 μg/L、0.21 μg/L；表 7-1）と比較する場合、ハザード比はそれ
ぞれ 1 と 3、ハザード比の和は 4となり、これらの金属による複合的な生態リスクが懸念さ
れると判断できる。 

ハザード比の和 = �
各金属の測定濃度

各金属の水質環境基準
 

 日本では水生生物の保全を目的とした水質環境基準は亜鉛以外の金属類に設定されてい
ない。そのため、坑廃水中や下流河川中の金属濃度等から、亜鉛以外の金属による生態影響
が懸念され、水質調査による評価としてハザードの比の和を計算する場合は、参考として、
表 7-1 にある米国の水質クライテリアを用いてハザード比を計算することを検討されたい。
硬度 20 mg/L における米国の水質クライテリアで比較すれば、亜鉛は日本の水質環境基準
とほぼ同値であり、前節で示したカドミウムの水質目標値（生物 A 類型）とも同じオーダ
ーにある。金属にも依存するが、表 7-1 からも明らかなように、水質環境基準に類似する基
準は日本、米国、英国、豪州間で一定の違いが認められる。これらの違いは、導出に用いら
れた毒性データや方法等の違いに起因するものではあるが、水質環境基準に類似するこれ
らの基準は必ずしも一意に定まらず、一定の不確実性を含むことにも留意されたい。 

ハザード比の和は、計算対象とする金属の数が多くなれば、その値は必然的に大きくなる
ため、絶対的な値の解釈は難しいが、ハザード比が１を超えていなければ、生態影響が懸念
されることはないと判断できる。一方、ハザード比の和が１を超過した場合は、生態影響が
無視できない可能性がある。ただし、水質環境基準との比較同様に、１を多少超過しても直
ちに水生生物にある程度以上の影響を及ぼすといった性格をもつものではないため、個々
の金属のハザード比が 1 を超えていない場合にはあくまで安全側の評価であることに留意
して利害関係者間で協議して判断するのが良い。例えば、亜鉛、カドミウム、鉛、銅を対象
に米国の水質クライテリアを用いて計算したハザード比の和で、その値が 1 を多少超過し
た地点でも底生動物の種類数や個体数、魚類の個体数等が参照地点と同程度であった例な
どもある 12, 22)。ハザード比の和の計算やその解釈については、状況によって、専門家等に相
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談することを検討されたい。坑廃水が流入する河川における生態影響をより直接的に評価
するためには、水生生物調査（第 8 章）や環境水を用いた生物応答試験（第 9章）の実施が
必要となる。 

 

表 7-1．水生生物の保全を目的とした日本、米国、英国、豪州の水質環境基準 a（淡水域） 

 
a日本における名称に沿って水質環境基準としたが、国によってこれらの値の名称や厳密な運用
の仕方は異なることに留意されたい。また、豪州のデフォルトガイドライン値には信頼性が低
い値（例えばアルミニウム（Al））も含まれていることや、元素によってこれらの値の導出に用
いられたデータの量や質が異なり、信頼性に差があることにも留意されたい。 
b米国の水質クライテリアのうち、銅等の金属は現在、生物リガンドモデルに基づくものに近年
更新されているが、ここでは硬度補正のクライテリア 23) を示している。なお、カドミウム
（Cd）のクライテリアは、2016年の改訂版の算出方法を参照した 24)。亜鉛（Zn）、カドミウム
（Cd）、鉛（Pb）、銅（Cu）、ニッケル（Ni）については、補正係数を用いた全濃度の水質クラ
イテリアも導出可能であるが、簡単のために溶存態濃度を表記した（実際に全濃度で測定した
場合も、安全側の評価として溶存態濃度と比較することも可能である）。 
c英国の水質環境基準は http://www.environmentlaw.org.uk/rte.asp?id=291（2021年 3月閲覧）を参
照し、生物利用可能な濃度の計算には、pH、溶存有機炭素濃度（DOC）、カルシウム（Ca）濃
度が必要であり、http://www.wfduk.org/resources/rivers-lakes-metal-bioavailability-assessment-tool-
m-bat （2021年 3月閲覧）から計算用のエクセルファイルが落手可能である。 
d豪州及びニュージーランドのデフォルトガイドライン値は https://www.waterquality.gov.au/anz-
guidelines/guideline-values（2021年 13月閲覧）を参照。全濃度で測定された値との比較も可能
だが、最終的には溶存態濃度との比較をもとにリスクレベルが評価される。  

Zn Cd Pb Cu Ni Mn Fe Al As

日本 30 ー ー ー ー ー ー ー ー
硬度 = 20 mg/L-CaCO3
記載がない濃度は溶存態

30.2 0.21 0.4 2.3 13 ー 1000
87

(全量)
150

硬度 = 30 mg/L-CaCO3
記載がない濃度は溶存態

42.6 0.29 0.7 3.2 19 ー 1000
87

（全量）
150

硬度 = 40 mg/L-CaCO3
記載がない濃度は溶存態

54.4 0.36 0.9 4.1 24 ー 1000
87

（全量）
150

硬度 = 50 mg/L-CaCO3
記載がない濃度は溶存態

65.7 0.43 1.2 5.0 29 ー 1000
87

（全量）
150

英国c Zn, Cu, Ni, Mnは
生物利用可能量で設定

10.9 ー ー 1.0 4 123 1000 ー 50

豪州d 95%保護レベルの
デフォルトガイドライン値

8.0 0.20 3.4 1.4 11 1900 ー
55

(pH > 6.5)
24

国 条件など
μg/L

米国b
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第8章. 生態影響評価方法：水生生物調査 
【第 8 章の要点】 

• 水生生物調査の利点は、実際の河川において生態影響を直接観測できることである。 

• 河川における水生生物調査において、代表的な対象生物グループは、付着藻類、底生

動物（大型無脊椎動物）、魚類であり、それぞれ影響に対する応答の時空間スケー

ル、保全対象との関係性、定量的な調査の難しさ等の特性が異なる。 

• 調査対象河川において保全すべき水産資源（例えば、魚類）等が存在する場合は、そ

れを調査対象生物とすること、それ以外の場合で優先して調査対象とすべき生物種や

グループを選ぶことができない場合は金属汚染に対する応答性が高い底生動物を指標

とすることを推奨する。 

• 各生物グループの調査は、調査方法・項目、調査頻度・時期を適切に設定した上で実

施し、得られた結果を解釈する必要がある。 

 

8.1. 位置づけ 
水質調査（第 7 章）及び生態応答試験（第 9章）は、生態影響が懸念されるかを河川水の

採水から考察できる一方で、その結果から対象河川で実際にどのような影響が観測される
かを予測することは難しい。その意味で、水生生物調査は、坑廃水が流入する実際の河川に
おける生態影響を直接観察できることが大きな利点である。しかしながら、野外の生物集団
や群集は、坑廃水以外にも様々な生物学的・物理学的・化学的要因の影響を受けており、例
えば、観測された影響の原因を水生生物調査のみから厳密に特定することは必ずしも容易
ではない。そのため、水生生物調査と合わせて、少なくとも水質調査は同時に実施し、坑廃
水の影響を少なくとも水質の側面からも確認しておくことを推奨する。 

 
8.2. 水生生物調査における対象生物グループ 
河川の生物調査で一般的に利用される代表的な生物グループは、付着藻類（河床に付着す

る珪藻などの藻類）、底生動物（河川の礫等に生息する水生昆虫を代表とする大型無脊椎動
物）、魚類である。どのグループを対象とするかによって、影響要因に対する応答の時空間
スケール、保全対象との関係性、定量的な調査の難しさ等が異なる。付着藻類は早い増殖率
と時間的に短い生活サイクルを持ち、固着性のため、より短期的なかつ限られた空間スケー
ルの影響指標となる 7)。一方、魚類は、移動性が高く寿命が長いため、長期の影響及び広い
空間スケールの影響指標となる 7)。底生動物は、付着藻類や魚類に比べて中間的な位置づけ
であり、比較的定着性で 1年 1〜2 世代のものが多く、地点レベルの影響指標として有用で
ある 7, 8)。実際に、鉱山下流などの金属濃度が高い河川や酸性河川における生態影響調査を
実施した学術研究論文約 200 件のうち（1991 年～2015 年）、その 60%以上で底生動物が用
いられており、国際的には底生動物がこのような評価に最も用いられているといえる 8)。ま
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た、同様に、金属汚染に対する応答性を調べると、他の生物グループに比べて底生動物の種
数や個体数指標が金属汚染レベルとの相関が高いことが示されている 8)。 

調査生物を金属汚染に対する一般的な応答性から選定することもできるが、調査対象河
川における利水点等管理において、水産資源上重要な種や絶滅危惧種（ニホンザリガニ、カ
ワシンジュガイ等）など保全すべき特定または複数の生物種が明確に存在する場合は、その
ような生物種を直接調査対象にすることを検討すべきである。例えば、水産資源上重要な魚
種（例えば、ヤマメ）の生息状況の調査を目的に、魚類を対象生物とする場合も考えられる。
また、例えば、アユを調査対象生物とし、さらに餌として重要な付着藻類を補完的に調査す
るという選択肢も考えられる。 

金属汚染に対する河川生物群集の応答を包括的に理解するためには、複数の異なる生物
グループを調査することが望ましいが、利水点等管理の目的から鑑みて調査対象の優先順
位を決めるべきである。また、生態影響評価の本来の目的は、利水点等管理において許容で
きない生態影響が観測されるかであることにも留意されたい。したがって、第 4章で整理し
た利水点等管理の適用ケースのうち、「ケース 2a：水産資源や生態系サービスへの影響」に
相当する場合は、当該河川において保全すべき水産資源等を評価対象とすること、それ以外
の場合で優先して調査対象とすべき生物種やグループを選ぶことができない場合は、国際
的にも金属の生態影響評価に広く用いられており、一般的に計測される個体数や種数で金
属汚染に対する応答性が高い底生動物を指標とすることを推奨する。 

 
8.3. 調査方法・項目 
 国土交通省が実施する河川水辺の国勢調査（http://www.nilim.go.jp/lab/fbg/ksnkankyo/：ウェ
ブサイトから調査結果も入手可能）なども含め、対象河川において過去の生物調査結果があ
れば、それらと比較できる方法を採用することを推奨する。水生生物調査では、生物量や種
類数などの定量的なデータを取得し、評価地点と参照地点を比較することで、生態影響を評
価することを目的とするが、評価の目的や評価技術（例：環境 DNA25)）の進歩や普及等に
応じて後述する調査方法以外の方法を用いても良い。  

 
 付着藻類 

 河川水辺の国勢調査基本調査マニュアル【ダム湖版】（上記のウェブサイトより入手可能）
の参考資料に記述されている付着藻類の調査方法に従い、瀬などから採取する礫からコド
ラード法による定量採集を行う。採取礫に設定した 5 cm 四方の方形区から付着藻類をブラ
シではぎ落とし、試料を採集する。これを各地点複数回繰り返すことで、後述する指標値の
地点内でのばらつきを評価でき（3～5 回以上を推奨 26)）、評価地点と参照地点の差異を評価
する。なお、地点内に繰り返しについては、（財）ダム水源地環境整備センター（現：（財）
水源地環境センター）が監修・編集した『水辺の環境調査 26)』において、付着藻類のサンプ
リングとして、「通常、5 個以上の付着基盤（礫）よりおのおの 5 cm×5 cm のコドラード面
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積を採取する」ことによって、調査地点を代表する結果が得られると記述されていることも
参照されたい。 

採取した試料を室内で分析し、計測する指標としては、クロロフィル a 量（現存量の指
標）、種や属レベルの細胞数、種類数などが挙げられる。金属濃度が高い地点では、Achnanthes

属等の特定の分類群が優占し 27)、総細胞数も参照地点に比べて必ずしも減少しないことが
報告されている 28)。なお、その他の調査方法や項目については、井上・中村（2019）29)やダ
ム水源地環境整備センター（1994）26)などを参照されたい。 

 
 底生動物 

 河川水辺の国勢調査基本調査マニュアル【河川版】の底生動物調査編に記述されている底
生動物の定量採集方法に従い、早瀬などの流速がある瀬から、サーバーネットを用いて 25cm

四方の方形区に生息する底生動物を採集する。付着藻類同様に、これを各地点複数回（少な
くとも 3 回、可能な限り 5回）繰り返すことで、後述する底生動物指標値の地点内でのばら
つきを評価でき、評価地点と参照地点の差異を評価する。 

 計測する底生動物指標としては、総種数、総個体数、優占的なグループ（カゲロウ目、カ
ワゲラ目、トビケラ目など）の種数及び個体数、金属感受性の高いヒラタカゲロウ科やマダ
ラカゲロウ科 30, 31)の個体数を基本とする。同じカゲロウ目でもコカゲロウ科の個体数は金
属濃度が高い地点で増加することもしばしば観測されており、必ずしも個体数が減少する
種ばかりではない 30)。 

 
 魚類 

 河川に生息する魚類を採集方法としては、電気漁具（エレクトロフィッシャー）や投網な
どを用いる方法がある。それぞれの方法に一長一短があり、調査地の状況や対象魚種に応じ
て採取方法を決定することを推奨する 26, 29)。例えば、川幅や水深が限られる河川上流域の
渓流では、エレクトロフィッシャーを用いて一定面積からの採捕を行うこともできる。また、
一定の努力量のもとで評価地点と参照地点間の比較が可能できればよいため、調査地点間
（区間）で採捕効率が大きく変わらないようであれば、必ずしも除去法などによって個体数
を正確に推定する必要はない。なお、魚類の採捕には、都道府県が発行する特別採捕許可証
が必要となることに留意されたい。 

 現地で採捕個体を同定し、個体の体長と体重を計測し、各魚種ごとの個体数（生息密度ま
たは Catch Per Unit Effort (CPUE)）及び肥満度（体重(g)/尾叉（cm）×1000）を指標とする。
個体数については、地点内で区間（あるいは一定面積）を設定し、地点内のばらつきを測定
することが望ましいが、肥満度は複数個体採捕できれば地点内のばらつきが測定でき、それ
により評価地点と参照地点の差異を評価できる。 
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8.4. 調査頻度・時期 
 どの生物グループを対象にする場合でも、複数回（少なくとも 2～3 回程度）調査し、調
査間の結果の整合性を確認することが望ましい。例えば、合計３回であれば、調査初年度に
2 回以上異なる季節に調査を実施し、その結果に応じて 2 年目以降に 1回実施するという方
針も考えられる。対象河川における過去の比較可能な調査結果がある場合は、それも合わせ
て利用するとよい。 

調査時期は、対象生物種やグループ、坑廃水の排出特性、河川流量の変動パターン等に依
存する。特段理由がない場合、台風などの豪雨や、長期的な降雨、雪解けによる増水の影響
を受けない、比較的流量が安定する時期に実施するのが安全に調査を実施する上でも重要
である。特に固着性の付着藻類の場合、突発的な出水の影響を受けやすく、評価地点と参照
地点間で出水の程度が異なれば、坑廃水と出水の影響を区別できなくなる。 

例えば、雪解けによる増水があり冬にアクセスが困難な河川では、雪解け後の春～初夏、
晩夏から秋が調査時期として考えられる。一方、雪解けによる増水がない河川では、台風や
梅雨の時期を避けて、対象生物グループや種の生活サイクル、採集のしやすさ等を考慮して
調査時期を設定するのがよい。魚類では、冬季にしか採捕できない種類は少ないため、魚類
相を把握することが目的であれば、水温が高くなり活動が活発になる春から秋にかけて年
に２回程度でも、また、定期的なモニタリングで経年的な変化を把握するのであれば年１回
でも一般的には十分と考えられる 29)。底生動物の多くは、１年の生活サイクルを持ち、春後
半から夏にかけて羽化するため 29)、羽化前で河川内に幼虫として残る晩冬～翌春や、孵化
後の個体が多く生息する秋～冬が調査時期の候補となる。前者は、孵化から約１年間程度、
河川内で坑廃水の影響を受けた条件での種数や個体数への影響、後者は孵化後の小さな個
体が坑廃水から受ける比較的短期間の影響を観測できると解釈できる。魚類と同様に、定期
的なモニタリングで経年変化を把握するのであれば、晩冬から春にかけた時期で年１回で
も一般的には十分と考えられる。なお、定期的なモニタリングを目的とする調査の頻度はあ
くまで参考であり、坑廃水の管理や河川の水質等に変化がなければ、毎年調査する必要はな
い。 

 

8.5. 結果の評価方法 
 各調査回における評価地点と参照地点で得られた生物指標に統計学的に有意な差が検
出されるかを統計解析を用いて評価する。なお、複数回での調査をまとめて統計学的に評
価することもできる。しかし、季節が異なると調査回間で生物指標（個体数など）が大き
く異なることが予想されるため、そのような評価を実施する場合は、調査回ごとの違いも
考慮できる適切な統計解析方法を用いるべきである（例えば、調査回を説明変数に加えた
一般化線形モデル（Generalized linear model）など）。 

まずは、どのような調査デザイン（調査地点の設定）でも、参照地点で観測される生物
指標のばらつきに評価地点の生物指標値が含まれるかを評価するのがよい。すなわち、例
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えば、図 6-1 の方法 A では、参照地点における生物指標の平均値のばらつきを 90%信頼
区間で表し、その範囲に評価地点の生物指標の平均値や観測値が含まれるかを確認する
方法である（図 8-1 の概念図や付録２の調査例も参照）。地点内での繰り返しが n 回の場
合の平均値の 90％信頼区間の上限と下限は、 

𝑥̅𝑥  ± 𝑡𝑡0.05(𝑛𝑛 − 1) × �𝑠𝑠2

𝑛𝑛
 ……………………………………………………………….…式 8-1 

で求められる。𝑥̅𝑥が参照地点の平均値、𝑡𝑡0.05(𝑛𝑛 − 1)が自由度 n－1の t 分布における上側確
率が 0.05%となる値（この場合、2.132）、σが参照地点の繰り返しから計算される不偏分
散である。方法 B 及び D では、各参照地点の生物指標の平均値を用いて、参照地点群に
おける生物指標のばらつきを 90%予測区間で表し、その範囲に評価地点の生物指標の平
均値が含まれるかを確認する。例えば、一般的な統計ソフトを用いて、参照地点群におけ
る平均値に切片のみの線形回帰モデルを当てはめることで、この予測区間の導出は可能
である。 

後述のように、t 検定等により統計学的に差を解析することもできるが、統計学的に有
意な差は必ずしも管理上重要な差とは限らない。そのため、このように「参照地点で観測
されるばらつきに評価地点が含まれるか」という観点から個別の調査結果を視覚化し評
価することを推奨する。一方で、上述した 90%信頼区間や 90%予測区間の精度は、サン
プルサイズ（それぞれ、地点内での繰り返し数と参照地点数）に依存する。例えば、式 8-

１において、𝑡𝑡0.05(𝑛𝑛 − 1)の値は、サンプルサイズが小さいほど大きくなる（繰り返し数が
3、4、5、10 の場合は、それぞれ 2.9204、2.353、2.132、1.833）。したがって、観測された
ばらつき（式 8-1 における不偏分散）がサンプルサイズに依らず仮に同じであった場合、
導出される 90％信頼区間の幅は、サンプルサイズが小さいほど大きくなる。そのため、
信頼区間や予測区間を用いた評価でも、検定で求められる統計学的に有意な差同様に、そ
の解釈には留意が必要である。 

統計学的に評価地点と参照地点の差を解析することも可能である。例えば、評価地点と
参照地点間を比較する場合（図 6-1の方法 A または B の場合）、データの正規性や等分散
性に応じて、スチューデントの t 検定（正規性と等分散性を仮定できる）、ウェルチの t 検
定（正規性が仮定できるが、等分散性が仮定できない）、あるいは正規性も仮定できない
場合などではノンパラメトリック検定方法であるマンホイットニーの U 検定などを使っ
て評価地点と参照地点間の平均値の差を検定すればよい。また、方法 B や D の場合（坑
廃水流入河川と参照河川に複数地点を設定する場合）は、多重比較法を用いて 32)、評価地
点と参照地点の個別の組合せごとに、比較することが可能である。 
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図 8-1. 水生生物調査結果の評価方法（概念図） 

水生生物調査を実施し（①）、地点内の繰り返しから参照地点における生物指標観測値のばらつ
きを 90%信頼区間で表現し（②）、その範囲に評価地点の生物指標の平均値や観測値が含まれる
かを調査する（③）。  
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第9章. 生態影響評価方法：環境水を用いた生物応答試験 
【第 9 章の要点】 

• 環境水を用いた生物応答試験は、対象となる河川水等に含まれる複数の化学物質の総

体としての毒性を直接把握することができる点が、限られた項目を測定する水質調査

とは異なる利点である。 

• 試験生物に対する環境水の生態影響を調査することで、水質調査の評価結果の検証や

水生生物調査の予備的検討、および生態影響の原因となる要因を特定するための知見

を提供する補足的な調査手法と位置付けられる。 

• ミジンコ類を用いた生物応答試験は、試験方法、調査頻度・時期を適切に設定した上

で、得られた結果を解釈する必要がある。 

 

9.1. 位置づけ 
生物応答試験による評価は、水質調査と水生生物調査の中間的な位置にあり（図 5-1）、

河川などの環境水の曝露に対するミジンコ等の試験生物の応答（生死、繁殖、成長等）に
基づいて、環境水や事業場排水に含まれる化学物質の生態毒性を直接評価する方法であ
る。水質調査により、坑廃水中の生態影響が懸念される金属を含むすべての化学物質を測
定することは現実的ではないが、生物応答試験により環境水に含まれる化学物質の総合
的な毒性（複合影響）を直接評価することが可能である。 

その一方で、室内試験で観察される毒性影響の大きさと野外で観察された影響の大き
さとの関係性は必ずしも明らかではなく、室内試験の結果から野外での生態影響を推定
することは現状では難しい。休廃止鉱山下流での調査結果から、ミジンコ類を用いた慢性
試験で影響が認められなければ、野外で底生動物の種数や個体数に大きな影響はない事
例が複数蓄積されてきているが（未発表データ）、日本全国レベルで適用するにはさらな
る検証が必要である。また、試験生物に曝露する環境水を処理することで、生物影響の原
因となりうる化学物質の特徴や物質そのものを特定することが可能である。そのため、現
状の生物応答試験は、試験生物に対する環境水の生態影響を調査することで、水質調査の
評価結果の検証や水生生物調査の予備的検討、および生態影響の原因となる要因を特定
するための知見を提供する補足的な調査手法と位置付けられる。 
環境水や事業場排水を対象とした生物応答試験では、藻類、ミジンコ類、魚類が試験生

物として利用される。本ガイダンスにおける調査研究では、金属に対する感受性が高く、
短期・長期曝露の試験を小規模な施設で実施可能なミジンコ類を用いた以下の 2 つの生
物応答試験を推奨する。 
・急性毒性試験（短期的な曝露影響）：オオミジンコ遊泳阻害試験（48 時間） 
・慢性毒性試験（長期的な曝露影響）：ニセネコゼミジンコ繁殖試験（最大 8日間） 
オオミジンコ遊泳阻害試験の詳細については、厚生労働省、経済産業省、環境省により公

開されている化学物質の生態毒性試験方法 33)や米国環境保護庁（U.S. Environmental 
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Protection agency）が公表している試験方法 34)を、ニセネコゼミジンコ生物応答試験につ
いては、環境省が公開する「生物応答を用いた排水試験法（検討案）35)」を参照されたい。
これらの試験方法では、対象とする水試料を希釈し、複数の濃度区を設定することで、水試
料の生態影響の有無だけでなく、異なる水試料の生態影響の大きさ等を推定・比較すること
もできる。しかし、環境水の生態影響の有無を調査することを目的とする場合には、無希釈
の環境水に曝露した生物応答試験の実施で十分と考える（図 9-1）。 
また、生物応答試験により生態影響が確認された環境水については、毒性同定評価により、

環境水中の金属イオンが影響要因かどうかを調査することができる。毒性同定評価の方法
については、米国環境庁（US.EPA）が公表した試験方法 36, 37)および日本での実施事例 38-40)

を参照されたい。 
 

 

図 9-1. 生物応答試験（遊泳阻害試験）による評価方法（概念図） 

評価地点において採水を実施し（①）、採水した環境水及び飼育水（対照区）で生物応答試験を
実施し（②）、対照区と環境水における応答を比較することで影響の有無を評価する（③）。なお、
環境水において影響が観察された場合、坑廃水が流入していない参照地点においても環境水を
採取し、参照地点における影響も調査・把握することで、坑廃水の影響をより直接的に評価でき
る。 

 
9.2. 試験方法 
 環境水の採取と取扱い（配送、ろ過、保存等）については生物応答を用いた排水試験法（検
討案）35)等を参照されたい。また、生物応答試験方法についても、ここでは概要を述べるに
とどめ、詳細は「生物応答を用いた排水試験法（検討案）35)」等を参照されたい。オオミジ
ンコ遊泳阻害試験では、試験個体として、24 時間以内に生まれた仔虫を無希釈の環境水に
曝露する。曝露開始 48 時間後に遊泳行動の異常を引き起こした供試個体の頻度を観察し、
影響評価のための生物応答として、試供個体数に対する遊泳異常個体数の割合から遊泳阻
害率を算出する。ニセネコゼミジンコ繁殖試験では、24 時間以内に生まれた仔虫を無希釈
の環境水に曝露し、最大 8 日間、毎日、供試個体の生存と産仔数を記録する。観察結果をも

評価地点

①採水・ろ過 ②曝露試験の実施

環境水で試験

飼育水で試験
（対照区）

③生物応答試験結果の評価

対照区 環境水

遊泳阻害試験

評価地点の環境水で
有意な減少 ➡ 影響あり

参照地点の環境水を
用いた試験の実施も検討

遊
泳
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害
率
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とに、影響評価のための生物応答として、供試個体ごとに産仔３腹分の累積産仔数を算出す
る。両試験ともに、環境水の結果を比較するための対照区として、飼育水を用いた試験を併
せて実施する。 
また、試験生物に対する生態影響が見られた環境水中の金属が生態影響の駆動要因かど

うかを調査する毒性同定評価として、EDTA（エチレンジアミン四酢酸）の添加 40)や陽イオ
ン交換樹脂への通水等の陽イオン金属を除去する処理 38)を行った環境水の生物応答試験を
実施する。 
 
9.3. 調査頻度・時期 
 調査時期および頻度については、先だって実施される水質調査で得られた知見をもとに、
坑廃水の金属負荷や河川中濃度の季節変化を考慮した上で、採取時期を決定し環境水の生
物応答試験を実施することが望ましい。また、水質調査と併せて年複数回実施することで、
坑廃水量および金属濃度の変動と試験生物に対する生態影響の有無の関係性を把握するこ
とができる。 
  
9.4. 結果の評価方法 
 対照区（飼育水）と評価地点から採取した環境水に曝露した試験個体の応答を統計学的
に比較する。統計学的な有意差が見られる場合、試験生物に対する生態影響があると判断
され、有意差が見られない場合、試験生物に対する生態影響があるとはいえないと判断さ
れる。なお、環境水と対照区（飼育水）と比較して評価をする場合、環境水を採取した調
査対象河川地域のバックグラウンドを考慮していない。そのため、対照区（飼育水）と環
境水の試験結果の間に統計学的な有意差が見られる場合、併せて参照地点で採取した環
境水の生物応答試験も実施し、検出された生態影響に対するバックグラウンドの影響を
検討することが望ましい（図 9-1；付録２の調査例も参照）。 

 また、試験生物への生態影響が見られた環境水について毒性同定評価を実施した際に、
無処理の環境水に比べて、EDTA を添加した環境水またはイオン交換樹脂に通水した環境
水に曝露した供試個体の遊泳阻害率または累積産仔数が改善されている場合、環境水中
の金属イオンが生態影響の駆動要因である可能性が示唆される。なお、これらの方法は環
境水中金属イオンが生態影響の駆動要因であるかどうかが明らかにできるが、どの金属
かまでは特定することはできない点に留意されたい。  
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第10章. 総合評価の考え方 
【第 10 章の要点】 

• 水質調査及び水生生物調査の結果から、調査対象河川における生態影響をどのように

総合的に評価するかの評価方法の例を示した。 

 

 水質調査（金属濃度測定と河川への坑廃水の負荷量推定）及び水生生物調査から得られる
評価結果の組合せは、表 10-1 のように整理できる。例えば、評価地点（河川）における濃
度と環境基準等の比較から、基準の超過がなく、計算したハザード比の和も１未満の場合
（表 10-1の例１）、河川への坑廃水の負荷の大きさに依らず（表では、十分に小さい～大き
いと記載）、坑廃水による生態影響は懸念されないと判断できる。一方で、基準の超過があ
り（あるいは超過がなくても）、計算したハザード比の和が１以上の場合で、河川への坑廃
水の負荷も無視できなく（表では、一定の寄与～大きいと記載）、実施した水生生物調査か
ら影響ありと判断されるときは（表 10-1 の例 4）、坑廃水による調査対象生物等への生態影
響の懸念ありと判断できる。評価に用いる方法の詳細によっては、この表の通りにはならな
い場合もあることに留意するべきだが、図 1-1 のフローチャートと合わせて、最終的な評価
や判断を行う際に参考にされたい。この表では、生物応答試験は含めていないが、水生生物
調査で実際に影響が観察された場合に、それが坑廃水に含まれる金属によるものかを調査
したり、環境水の複合毒性を予備的に評価したりする上では有用である。 

また、表 10-1 の例 4 の判断の例からわかるように、利害関係者間で対象河川において許
容できない生態影響とは何かを事前に決め、それをどのように評価するかを決めて調査を
実施することが肝要である。これは、水生生物調査を実施し、実際に何らかの影響が観察さ
れた場合に、特に重要な課題となる。許容できない生態影響を定義することは難しい場合は、
まずは利害関係者間で一定の数値目標を設定・合意し、得られた調査結果に応じて再度議論
し、現実的に達成可能で合意可能な数値目標に変更することも考えられる。どうしても許容
できない生態影響が観察・予想される場合は、坑廃水の管理対策方法の再検討が必要になる。 



 

     
 

表 10-1 水質調査及び水生生物調査結果に基づく総合評価（例） 

 
aHQ の和（ハザード比の和）は、金属について水質環境基準等に対する測定濃度の比（ハザード比）を計算し、それらの和から求められる金属の複
合影響の指標である（7.5節参照）。 
b評価地点（河川）における坑廃水の（金属）負荷が十分に小さい場合とは、坑廃水の水量と比較して評価地点における流量が多いため、または、坑
廃水流入前の河川中の金属濃度や負荷が高い（評価地点における坑廃水以外のバックグラウンドの金属負荷の寄与が高い）ために、坑廃水の金属負
荷が無視できると考えられる場合を意味する。  

評価地点（河川）の濃度と
環境基準等の比較a

評価地点（河川）における
坑廃水の負荷b

1
基準超過なし
HQの和＜１

十分に小さい～大きい ‒ 坑廃水による生態影響の懸念なし

2
基準超過あり（またはなし）

HQの和≥１
十分に小さい ‒

坑廃水による生態影響の懸念なし
（坑廃水の寄与が十分に小さい場合）

3
基準超過あり（またはなし）

HQの和≥１
一定の寄与～大きい 影響なし

坑廃水による調査対象生物への生態影響の懸念なし
ただし，定期的なモニタリングを要検討

4
基準超過あり（またはなし）

HQの和≥１
一定の寄与～大きい 影響あり

坑廃水による調査対象生物等への生態影響の懸念あり
水生生物調査で観測された生態影響は管理上重要な影響か？

例

水質調査（金属濃度）
水生生物

調査
判断の例
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